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第１節　環境との共生
１．環境保全

現状と課題 ◆環境問題は、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染など地域的なものから、地球
温暖化をはじめとする地球規模での対応が必要なものまで、広範で複雑・
多様化しており、環境への取り組みは、地球温暖化対策など地球環境問題
まで視野に入れた対応が求められています。

◆本町では、現在、大気汚染、水質汚濁など、大きな公害や環境に影響を及
ぼすことは起きていませんが、自然環境の保全やその取り組みに対する意
識を高めていくことが必要です。

◆平成15年度に「音更町住みよい生活環境づくり条例」を制定し、不法投棄
やポイ捨ての禁止など、町内で活動するすべての人たちが一体となって、
安全で快適に暮らせるまちづくりを進めています。

◆平成17年度に「地域新エネルギービジョン※」を策定し、本町で早期に普
及が可能なものとして、住宅用太陽光発電システムおよびペレットストー
ブ※の設置費用に対して助成を行っています。また、地域会館や学校など
への太陽光発電システムの導入も行っています。今後は、温泉熱など新し
い資源の可能性を模索し取り組んでいくことが必要です。

◆電気事業法の改正や再生可能エネルギー導入への国の支援など、事業環境
が整ってきたため、本町においても、太陽光発電やバイオマス※発電など
新エネルギーに着目した民間事業者の電気事業等への参入・設備の設置が
増加傾向にあります。これらについては、住環境や自然環境への影響、土
地利用関係法令への適合などに配慮しながら適切な支援、指導、助言等を
していくことが必要です。

◆地球温暖化に対する取り組みとして、町の公共施設や事務事業を対象とす
る「地球温暖化対策実行計画」を策定し、基準年度である平成18年度から
目標年度の平成29年度までに、６％の温室効果ガスを削減する目標を定め、
取り組んでいます。

※地域新エネルギービジョン：地球環境を維持し、自然や風土を守っていくことを目的として、
二酸化炭素の排出を少なくするために、町内の再生が可能なエネルギー、いわゆる「新エネ
ルギー」の賦存量を調査するとともにその特性を明らかにし、有効に活用する指針として策
定した計画です。

※ペレットストーブ：間伐材などを粉砕し固めた「木質ペレット」を燃料とするストーブのこ
とです。

※バイオマス：生物に由来する再生可能な有機性資源（化石資源を除きます）で、木材、海草、
生ごみ、紙、動物の死骸・糞尿、プランクトンなどを指します。
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めざす方向  本町の豊かな自然環境を可能な限り保全し、次の世代に引き継ぎます。
 安全で快適に暮らせるまちづくりを推進し、住みよい生活環境の実現をめ
ざします。
 地球温暖化対策を推進するため、「地球温暖化対策実行計画」による取り
組みや町民意識の向上をはかります。
 町民、事業者、行政が連携協力して新エネルギーの活用をはかり、農業、
観光をはじめとする本町産業の発展と環境にやさしい持続可能な地域社会
の構築をめざします。

施 策

⑴ 環境の保全に
向けた啓発と
取り組み

①環境保全への意識を高めるため、啓発活動を進めます。
②自然環境や生態系に配慮した公共事業を進めます。
③森林や河川などの自然環境の保全と再生に努めます。
④鳥獣保護区を中心に、野生鳥獣の保護に努めます。
⑤公害を未然に防ぐため、監視指導や環境調査の強化、環境改善に努めます。

⑵ 循環型社会
 づくりの推進

①地球温暖化対策の取り組みを進め、公共施設などから排出される温室効果
ガスの削減に努めるとともに、町民の意識の高揚をはかります。
②太陽光、バイオマスなどの新エネルギーの利用を進めます。

⑶ 町民主体の
 環境保全、
 環境美化活動
 の促進

①さまざまな情報を提供し、家庭で取り組めるエコ活動を促進します。
②団体、グループなどによる環境美化活動を支援します。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴ 「自然環境の保全」の
満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

84.4％ H20 85.3％ H26 87.0％ H32

⑵ 温室効果ガスの排出
量

町の事務事業に伴う温室効果ガ
スの排出量（年間、二酸化炭素
換算排出量）

9,449t H20 8,793ｔ H26 8,442ｔ H32

⑶

環境行動への啓発活
動および環境行事の
実施

おとふけ環境週間等における取
組事業数 13件 H22 14件 H26 16件 H32

「潤いと思いやりの地
域づくり事業」の申
請件数

「潤いと思いやりの地域づくり
事業<地域福祉・安全事業」に
おける街路灯・防犯灯の省エネ
化の申請件数（年間）
（H25 ～ 26年度を中心に防犯等
ＬＥＤ化の整備が進み、一定の
目処がついたことから、目標数
値は中間数値より少ない数値で
設定）

５件 H22 27件 H26 10件 H32

関係する町の計画 　●音更町地域新エネルギービジョン　●音更町地球温暖化対策実行計画
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２．景観

現状と課題 ◆本町には、市街地の東西に音更川河岸段丘、オサルシナイ丘陵、耕地防風
林、十勝牧場内の自然空間など、景観上も重要な多くの緑が残されている
一方で、市街地の一部では、緑化が不足しています。身近な生活の場にも
自然の潤いを感じられるような景観づくりを進めていくことが必要です。
◆本町は、「景観づくり基本計画」などに基づき、河岸段丘の保全、公共施
設案内看板の統一や地域の緑化、景観に配慮した都市整備などに取り組ん
でいます。平成17年に景観法が全面施行され、北海道では「北海道景観計
画」を策定するなか、本町においても、良好な景観の形成、保全に向けて、
景観に対する町民の理解や意識を高めていくことが必要です。特に、市街
地の幹線道路沿道で、大型広告物の色彩などの景観に与える影響が大きい
ことから、事業者などとも連携して優れた景観づくりに取り組んでいくこ
とが必要です。
◆平成27年度に国道241号の一部区間で無電柱化（電線類の地中化）事業実
施が決定しました。無電柱化は、景観阻害要因の除去につながり、景観づ
くりの先導的役割をはたすため、当該事業の円滑な推進と事業対象区間の
延伸を求めて、事業実施主体である国への協力や要請が必要です。

めざす方向  「景観づくり基本計画」に基づき、景観の重要性の認識を高めるとともに、
町内の優れた景観を保全し、自然と調和した心安らぐ美しい景観づくりを
進めます。

施 策
⑴ 景観に対する
意識の向上

①景観の重要性について認識を高める機会を提供します。
②景観づくりを行う組織の育成や活動を支援します。

⑵ 景観に配慮し
たまちづくり
の推進

①景観法の周知により、景観に配慮した公共事業を進めます。
②沿道景観づくりのため、主要な道路の緑化、景観に配慮した大型広告物へ
の指導、助言に努めます。
③国道241号における無電柱化事業の促進および事業区間延伸を関係機関に
要請します。

⑶ 地域の特性を
活かした景観
の形成、保護

①河川における連続性のある緑の景観づくりを進めるため、河川空間の整備
と河岸段丘の保全に努めます。
②「地区計画制度※」を活用して景観づくりを進めます。
③農村の景観を向上させるため、景観緑肥※や耕地防風林の保全、沿道景観
づくりに努めます。

※地区計画制度：いくつかの街区などからなる比較的小規模な地区を単位に、特性に応じ
たきめの細かいまちづくりを行うための「地区計画」を立てて、それに沿ってより良好
な開発を進める制度のことです。

※景観緑肥：収穫しないでそのまま田畑にすきこみ、後から栽培する作物の肥料にする緑
肥のうち、景観にも良いものを「景観緑肥」といいます。

  目 標 指 標
目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴
「潤いと思いやりの地
域づくり事業（地域緑
化事業）」の申請件数

町内会組織などを中心とする
「潤いと思いやりの地域づくり
事業」における地域緑化事業の
申請件数（年間）

37件 H21 41件 H26 50件 H32

⑵ 音更らしい景観づく
りに係る事業件数

官民連携による景観づくり事業
件数 － － １件 H26 ３件 H32

⑶
音更らしい景観の形
成、保護に関する事
業件数

地域特性を活かした事業件数 － － ２件 H26 ３件 H32

関係する町の計画 　●音更町景観づくり基本計画
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３．ごみ・し尿収集処理

現状と課題 ◆本町のごみの収集は、全町同一の分別収集体制で取り組み、分別を細分化
し、減量化と資源リサイクルを進めています。ごみの分別・排出方法のル
ールやマナーの啓発、指導に努めていますが、分別が徹底されていないた
め、より一層の分別徹底と適切な排出方法の啓発が必要です。

◆平成19年度からカラス対策用の黄色いごみ袋を導入しましたが、効果を高
めるためには排出方法のルールやマナーの啓発が必要です。

◆し尿処理は、非水洗化世帯が減少していくなか、現在許可している業者の
サービスが低下しないように単価の見直しを行っています。

◆ごみとし尿は、十勝環境複合事務組合で共同処理しています。

めざす方向  ごみの減量化や資源リサイクルを推進し、再資源化に努めるとともに、快
適な生活環境づくりを進めます。

施 策

⑴ ごみ・し尿の
収集

①ごみ収集を適切に行うため、収集方法や収集体制の改善に努めます。
②ごみの減量化や資源リサイクルを推進するため、ごみの分別・排出方法の
きめ細かな周知や啓発活動を進めます。
③し尿の収集量の減少により収集サービスの低下を招かないよう、対策に努
めます。

⑵ ごみ・し尿の
処理

①関係自治体とともに処理施設の整備に努め、適正処理を進めます。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴

「ごみの収集・リサイ
クル」の満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

84.0％ H20 84.7％ H26 87.0％ H32

町民１人当たり年間
ごみ排出量 町民１人当たり年間ごみ排出量 255㎏ H21 264㎏ H26 230kg H32

リサイクル率 一般廃棄物全体に占めるリサイ
クルされた廃棄物の割合 28.4％ H21 29.1％ H26 30.0％ H32

⑵

可燃および不燃ごみ
処理量（家庭ごみ）

くりりんセンターにおける可燃
および不燃ごみ処理量（家庭ご
み）

6,371ｔ H21 6,731ｔ H26 6,839ｔ H32

資源ごみ処理量 十勝リサイクルプラザにおける
資源ごみ処理量 1,709ｔ H21 1,873ｔ H26 1,894ｔ H32

し尿および浄化槽汚
泥処理量

中島処理場におけるし尿および
浄化槽汚泥処理量 7,769ｔ H21 7,292ｔ H26 － －

十勝川浄化センターにおけるし
尿および浄化槽汚泥処理量 － － － － 6,081ｔ H32

関係する町の計画 　●音更町ごみ処理基本計画　●音更町分別収集計画
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第２節　便利で安全な生活環境
１．公共交通

現状と課題 ◆ＪＲの帯広－札幌間は、「特急スーパーとかち」が全便振り子式車両※と
なり高速化を進めてきましたが、平成23年５月に発生した石勝線列車脱線
火災事故やその後の車両トラブルなどをふまえ、現在は安全の確保、安全
性の向上をめざす取り組みを進めています。

◆北海道新幹線は、東北新幹線の新青森駅から札幌駅に至る延長約360km
の路線ですが、このうち新青森駅から新函館北斗駅の区間は平成27年度末
の開業が予定されており、交流人口の増加や消費等による経済波及効果が
期待されています。

◆とかち帯広空港における航空路線は、平成23年３月に新たな航空会社によ
る羽田空港への路線が開設されたことから、利用者は増加傾向にあります。
また、航空運賃が高いことや交通網が整備されることにより、新千歳空港
への利用客の流出が懸念されていることから、十勝全体での観光なども含
めた利用客の増加をはかる取り組みが必要です。

◆町内における町民の交通手段を確保するため、市街地におけるコミュニテ
ィバスの運行や、農村部ではスクールバスの混乗利用を行っています。コ
ミュニティバスについては、車両に小型ノンステップバス※を導入するな
ど、利用者の利便性の向上に努め、運行時刻および路線の一部を変更し、
事業を継続しています。現状では２系統３便体制が限界ですが、町民から
は「乗車時間が長い」「便数を増やしてほしい」などの要望があります。
これらに対応するためには、バスの増車や路線の抜本的な見直しが必要で
あり、運行経費が増加した場合、現在の運賃（100円）設定についても再
度検討が必要です。また、スクールバス混乗利用については、現在の利用
を進めるほか他の方策について検討が必要です。

◆民間事業者により運営されている生活路線バスは、自家用車の普及や少子
化などの影響で、路線の廃止や減便が続いています。赤字バス路線は、国、
北海道、町などが運行経費の一部を助成することによって路線が維持され
ており、今後も沿線自治体や民間事業者と協力し、利用増をはかっていく
ことが必要です。

◆公共交通機関の利用を進めるため、自家用車に頼る状況から、環境問題な
どに配慮し自発的に公共交通機関などに転換を促す取り組み（モビリティ
･マネジメント）についての検討が必要です。

※振り子式車両：カーブでも速度を落とさず曲がれるよう、車体が傾斜するように設計された
鉄道車両です。

※ノンステップバス：出入口の段差（ステップ）をなくし、乗り降りしやすくしたバスです。
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めざす方向  町民の交通手段の確保のため、公共交通機関の維持に努めます。
 福祉の向上をはかるため、高齢者をはじめ車を持たない人が身近な交通機
関を利用して外出できるまちづくりを進めます。

施 策

⑴ 鉄道や航空の
利便性の向上

①帯広と道内主要都市を結ぶJRの高速化のほか、災害時に強い鉄道路線の保
安対策強化などについて要請します。
②とかち帯広空港における航空路線の拡充などを要請します。

⑵ コミュニティ
バスの利便性
の向上

①市街地では、コミュニティバスの利便性の向上に努めます。

⑶ 農村部の利便
性の向上

①農村部では、スクールバスの混乗利用や他の方策も検討し、利便性の向上
に努めます。

⑷ 地域生活バス
路線の確保

①地域生活バス路線の確保に努めます。
②モビリティ ･マネジメントの取り組みを検討します。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴ とかち帯広空港利用
者数

とかち帯広空港の乗降客数(年
間) 502,842人 H22 586,589人 H26 620,000人 H32

⑵ コミュニティバス利
用者数

コミュニティバス（２台）を利
用した人の年間延べ人数 32,018人 H21 32,784人 H26 34,200人 H32

⑶ 農村部における公共
交通機関利用者数

農村部において、地域生活バス
路線以外の公共交通機関を利用
した人の年間延べ人数（年間）

1,474人 H22 2,041人 H26 1,500人 H32

⑷ 地域生活バス路線数 町内の地域生活バス路線数 16路線 H22 16路線 H26 16路線 H32

19,755

31,784 33,165 32,018 32,267 32,784 

0
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20,000

30,000

平成12年度           15年度              18年度               21年度               24年度              26年度

（人）

コミュニティバス利用者数の推移（企画課調）
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２．情報通信

現状と課題 ◆本町のインターネットの基盤整備は、民間事業者によって進められていま
すが、農村部の一部では、通信速度などの不都合も指摘されていたことか
ら、平成23年度に町が基盤整備を行い、民間事業者が運営を行う公設民営
方式により、農村部における通信環境の向上に努めています。今後も民間
事業者による光ファイバー網の整備、拡大を要請するとともに、本町のブ
ロードバンド※の基盤を向上させ、快適性を高めていくことが必要です。

◆行政事務の効率化をはかるため、本町は、庁舎内、庁舎外出先部署、保育
園、小中学校、音更消防署をＬＡＮ※で結んでいます。また、財務会計を
はじめ各種業務システムを取り入れ、情報の共有化、事務処理の高度化、
効率化を進めています。現状ではコンピュータ機器の更新が５年程度と短
く、メーカーのサポート期間にも限りがあることから、更新時では、より
長期的な視点で維持管理面を考慮しコスト削減をはかることが必要です。

※ブロードバンド：高速かつ大容量の通信を提供する回線やサービスの総称です。
※LAN：ローカル・エリア・ネットワークの略で、「構内通信網」ともいいます。コンピュー
タやプリンタなどを接続し、データの共有ややりとりができるようにする通信網です。
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めざす方向  町民にとってより利便性の高い通信基盤を検討し、整備を進めます。
 行政事務の効率化や住民サービスの向上を一層はかるため、情報通信技術
を活用します。

施 策

⑴ 情報通信環境
の向上

①多様化、高度化する情報通信手段に対応するため、通信基盤の整備を検討
します。

⑵ 情報通信基盤
の活用

①事務の改善、迅速化をはかるため、庁内ＬＡＮを充実させるとともに業務
のシステム化を進めます。
②町の広報の一環として、地域の情報通信メディアの活用を検討します。
③情報化に対応できる知識や技術の普及をはかります。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴
インターネットの高
速通信が可能なエリ
アの割合

町内で人が住んでいる地域のう
ち、一般的なインターネット使
用において、ＡＤＳＬ並の通信
ができる地域の割合

－ － 100.0％ H26 100.0％ H32

⑵ 地域ＦＭラジオ局等
の活用

地域ＦＭラジオ局等での町内イ
ベント等の周知 12回 H22 12回 H26 24回 H32
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３．消防、防災

現状と課題 ◆常備消防である音更消防署は、音更町、士幌町、上士幌町および鹿追町の
４町で構成する北十勝消防事務組合に所属しています。平成21年より十勝
圏複合事務組合内に消防広域推進室が設置され、十勝圏の消防広域化に向
け、19市町村で、協議・検討を重ねてきました。６消防本部の統合に伴う
初動体制の強化や財政負担の軽減などを目的に、十勝圏における消防広域
化を平成28年４月１日から開始します。
◆非常備消防である音更消防団（１本部８分団、団員159名、うち女性16名）
は、広域化後は、町に位置付けされますが、防災や常備消防と密接不可分
な関係にある活動は、現行と変わらず、今後も消防団員の確実な確保と常
備消防との連携が必要です。
◆本町は、災害時に備え「地域防災計画」を策定し、全町的に一時避難場所
12か所と収容避難所30か所を指定しているほか、十勝川温泉旅館組合、建
設業関連団体などと災害時の協力に関する協定を締結しています。また、
防災倉庫などに備蓄品や避難所用発電機を備えているほか、備蓄品保管倉
庫の設置を進めています。今後も、避難所としての民間施設の活用などの
ほか、避難所生活における高齢者、障がい者、妊産婦などへの配慮などを
考えていくことが必要です。
◆自主防災組織は、平成26年度末現在で69団体（94行政区）が組織されてい
ます。組織率は、町内全世帯数の60.2％にとどまっているため、出前防災
講座などを通じて防災意識を高めるとともに、他の事例も参考にしながら、
組織率を向上させることが必要です。
◆災害時要援護者登録者数は、平成26年度末現在3,783名で、そのうち避難
所まで自らの力で移動することが困難な人は847名となっており、引き続
き支援が必要な方の把握と情報提供を進めることが必要です。
◆平成20年度に「耐震改修促進計画」を策定し、住宅および多くの人が利用
する建築物の耐震化率を90％以上とする目標を立て、木造住宅の耐震診断、
耐震改修に対する助成、無料簡易耐震診断のほか大規模建築物の耐震診断、
耐震改修設計、耐震改修に対する補助を行っていますが、耐震診断や耐震
改修の状況は低調です。助成制度の周知をさらに進め、建築物の耐震化を
促進することが必要です。

めざす方向  広域化後も消防・救急体制の充実強化をはかり、町民の生命や財産を守り
ます。
 町民生活を災害から守るため、防災に対する町民意識を高めるとともに、
安全・安心な生活を営むことができるよう、災害に強いまちをめざします。
 建築物の耐震化を促進し、震災に強いまちをめざします。

施 策

⑴ 消防・救急体
制の充実

①消防車両の計画的な更新に努めます。
②消防用水利の計画的な整備、更新に努めます。
③広域的な応援体制と活動の促進に努めます。
④高機能消防指令センター整備による通信指令業務の一元化をはかります。
⑤消防力の充実のため、消防職員の計画的な確保と資質の向上をはかります。
⑥救急救助体制を充実させるため、救急救命士の確保や救急車両などの整備
に努めます。
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⑵ 火災予防の
 充実

①福祉・宿泊施設、病院などの立入検査を強化します。
②防火・消防クラブなど地域住民による防火組織の育成、活動を支援します。
③防火管理協会、危険物安全協会と連携し、火災予防に関する知識の普及に
努めます。
④町民の防火意識を高めるため、啓発活動を進めます。

⑶ 消防団の
 活性化

①若年層の入団促進など消防団の人材確保に努め、装備品の充実強化をはか
ります。
②消防団員の資質を向上させるため、教育訓練を計画的に進めます。
③自主防災組織など地域との連携を深め、消防団員による火災予防活動を促
進します。
④消防団活動の拠点となる消防会館を計画的に整備します。

⑷ 防災対策の
 充実

①災害に対する備えや防災意識の向上をはかるため、「地域防災計画」や防
災情報などを周知します。
②民間木造住宅の耐震化を進めるため、耐震診断や耐震改修費に対し助成や
無料簡易耐震診断を実施します。
③民間大規模建築物の耐震化を進めるため、耐震診断、耐震改修設計、耐震
改修に対し助成します。
④災害時の緊急連絡情報が円滑に伝わるよう、伝達手段のあり方を検討し整
備します。
⑤災害時における体制整備をはかるため、民間や関連団体などとの連携や協
力体制の充実に努めます。
⑥災害物資や防災救助品を充実させるとともに、その保管場所の整備をはか
ります。
⑦自主的な防災活動を全町に普及させるため、自主防災組織などの育成に努
めるとともに、避難行動要支援者の把握と情報提供をはかります。
⑧武力攻撃事態などから町民を保護する「国民保護計画」の周知や体制の整
備をはかります。

  目 標 指 標
目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴

「消防・救急体制」の
満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足､ やや満足､ 普通」と回答し
た割合）

86.9％ H20 88.9％ H26 100.0％ H32

救急救命士の資格者
数

救急救命士の資格を持つ消防職
員数 17人 H21 24人 H27 24人 H32

⑵ 住宅用火災警報器の
普及 住宅用火災警報器設置率 73.6％ H21 78.0％ H27 90.0％ H32

⑶ 消防団員数の確保 消防団員定員数 156人 H21 159人 H27 159人 H32

⑷

「自然災害などに対す
る防災体制」の満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足､ やや満足､ 普通」と回答し
た割合）

77.0％ H20 81.7％ H26 81.7％ H32

自主防災組織の組織
率

総世帯数に対する自主防災組織
結成行政区の世帯数の割合 37.9％ H21 60.2％ H26 70.0％ H32

「潤いと思いやりの地
域づくり事業の申請
件数

町内会組織などを中心とする
「潤いと思いやりの地域づくり
事業」における地域防災組織活
動事業の申請件数（年間）

30件 H22 49件 H26 55件 H32

住宅の耐震化率 住宅の総戸数に対する耐震性の
ある住宅の割合 75.4％ H20 78.9％ H25 90.0％ H32

特定建築物の耐震化
率

多数の人が利用する建築物（特
定建築物）総数に対する耐震性
のある特定建築物の割合

72.2％ H20 81.4％ H25 90.0％ H32

防災協定の締結数 災害時における協力に関する協
定の締結件数 25件 H20 40件 H26 45件 H32

関係する町の計画 　●音更町地域防災計画　●音更町国民保護計画　●音更町耐震改修促進計画
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４．交通安全、防犯

現状と課題 ◆本町での交通事故の発生件数は、ほぼ横ばいの状況ですが、高齢者の事故
の割合が高くなっています。交通安全関係団体と連携し、交通安全運動な
どを積極的に推進していくことが求められています。

◆犯罪の発生内容としては、車上狙いや窃盗などの軽犯罪が多発しています。
犯罪のない安全・安心な住みよい社会をつくるため、防犯協会などととも
に、地域に根ざした防犯活動を展開していくことが必要です。

◆町内は帯広警察署が管轄する区域で、２交番、２駐在所が配置されていま
す。人口の増加に伴い、新たな交番などの設置が求められています。
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めざす方向  道路網の整備とあわせて交通安全施設の整備を進めるとともに、交通安全
意識を高める啓発活動を行い、交通事故の防止に努めます。また、犯罪の
ない安全・安心で明るく住み良いまちづくりを進めます。
 安全・安心なまちづくりのため、交通安全関係団体や防犯関係団体などと
連携して取り組みを進めます。

施 策

⑴ 交通安全の
 意識向上

①交通安全意識を普及させるため、広報紙等を活用した啓発活動を進めると
ともに、保育園、学校、老人クラブなどを通じて各世代に応じた交通安全
教育を進めます。
②一人ひとりに交通安全意識を普及させるため、交通安全関係団体と連携し
て交通安全運動を展開します。

⑵ 交通事故を防
ぐ環境づくり

①交通事故発生を未然に防ぐため、信号機などの設置を関係機関に要請する
とともに、危険箇所を中心に警戒灯、回転灯、注意看板の設置などの交通
安全対策を進めます。
②歩行者の安全確保をはかるため、歩道の設置、段差の解消、街路灯や防犯灯、
通学路の整備などを進めます。

⑶ 防犯対策の
 推進

①地域ぐるみの防犯活動を促進するため、家庭、地域、関係機関・団体との
連携を深めます。
②夜間の犯罪を防ぐため、街路灯や防犯灯の整備を進めます。
③交番などの適正配置と体制の充実を関係機関に要請します。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴ 「交通安全への取り組
み」の満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

83.4％ H20 83.9％ H26 86.0％ H32

⑵ 交通事故死傷者数 交通事故による年間の死傷者数 178人 H21  169人 H26 160人 H32

⑶

「地域での防犯対策」
の満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

76.7％ H20 78.4％ H26 81.0％ H32

刑法犯認知件数 警察で発生を認知した、町内で
の事件数（年間） 267件 H21 217件 H26 200件 H32

関係する町の計画 　●音更町交通安全計画
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第３節　快適な生活基盤
１．道路

現状と課題 ◆本町の道路網は、北海道横断自動車道（高速道路）、帯広北バイパス（帯
広北新道）、国道241号（音更大通）と道道12路線を骨格とし、これらに接
続する町道で形成されています。整備等の方針については、地域住民の意
向、交通需要、財政状況などから、必要性や実現性を総合的に検証し整理
していきます。
◆北海道横断自動車道の道東自動車道は、平成23年10月に夕張インターチェ
ンジ～占冠インターチェンジ間が、また、平成28年３月には白糠インター
チェンジ～阿寒インターチェンジ間が開通し、道央圏と釧路地域の一部が
結ばれ、人的交流の活性化や物流の効率化などに大きく貢献しています。
このような状況から釧根圏、北網圏への早期全線開通が望まれていますが、
足寄インターチェンジ～陸別インターチェンジ間などは当面着工しない区
間とされ、事業着手の見通しが示されていない区間もあります。高規格幹
線道路の帯広～広尾間は平成27年３月に忠類大樹インターチェンジまで開
通し、さらに広尾までの延伸が決定しています。
◆高速道路ネットワーク※の整備、延伸により交通利便性向上の効果に加え、
物流の効率化、観光客の増加など多様な効果が明らかになってきていま
す。このため、道央圏、釧根圏、北網圏などからの交流人口や物流を増大
させ、更なる地域活性化を推進していく方策として、道東自動車道の音更
帯広インターチェンジ～池田インターチェンジ間へのスマートインターチ
ェンジ※設置や、スマートインターチェンジと既存の主要幹線道路を結ぶ
機能的なアクセス路の整備が求められています。
◆国道241号（音更大通）は、本町を含む北十勝各町と帯広市とを結ぶ唯一
の都市間道路であり、帯広北バイパス（帯広北新道）の開通後、大型車は
減少しましたが、依然として全体の交通量は多く、特に木野市街地では交
通事故と交通混雑が課題となっていることから、課題解決に向けて平成27
年度より交通事故対策事業が着手されました。また、この整備にあわせて
歩道上の電柱をなくす無電柱化も行われることから、災害時の電柱倒壊に
よる交通障害を防ぐなどの都市防災の強化、さらには本町の入口としての
都市景観の向上が期待されています。
◆道道は、隣接する市町村を結ぶ地域の主要幹線道路であり、歩道などの交
通安全施設の整備のほか、帯広浦幌線などの整備計画路線の早期完成が求
められています。
◆町道舗装率は、平成26年度現在、市街地で93.1％、農村部で52.5％、全体
で62.4％であり、未舗装路線の計画的な整備が求められています。また、
舗装済路線の延命のため、計画的な補修が求められています。
◆町内の橋梁はすべて永久橋化されましたが、今後は「橋梁長寿命化修繕計
画」に基づく計画的な維持管理が求められています。
◆降雪状況にあわせて適切な除排雪に努めていますが、除排雪方法などにつ
いて町民の理解を促すことが必要です。

※高速道路ネットワーク：高速自動車国道（北海道縦貫自動車道および北海道横断自動車）お
よび一般国道自動車専用道路（帯広広尾自動車道ほか４路線）からなる道路網です。

※スマートインターチェンジ：高速道路の本線やサービスエリアなどから乗り降りができるよ
うに設置される、ＥＴＣ（高速道路で料金所をノンストップで通過することができるシステム）
を搭載した車両に限定しているインターチェンジです。
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めざす方向  国道、道道で整備が必要な路線については積極的に要請するほか、これら
に接続する町道の整備および適切で計画的な維持管理を推進し、誰もが安
全で快適に利用できる道路環境整備に努めます。
 快適な環境の創造や農業、観光などの産業の振興のため、高速道路ネット
ワークの整備促進をはかります。

施 策

⑴ 高速道路ネッ
トワークの

 整備促進

①供用区間の利用促進をはかるため、ＰＲ活動に努めます。
②北海道横断自動車道の早期完成をめざし、関係機関に要請します。
③帯広・広尾自動車道の早期完成をめざし、関係機関に要請します。
④高速道路ネットワークとのアクセス強化をはかるため、スマートインター
チェンジやこれと主要幹線を結ぶアクセス路の設置を関係機関に要請しま
す。

⑵ 国道、道道の
整備促進

①国道241号（音更大通）の交通事故対策事業および無電柱化事業の早期完
成を関係機関に要請します。
②沿道の状況や交通量を的確に見極め計画的な道路整備が進むよう、関係機
関に要請します。
③帯広圏域環状線の早期接続をめざし、関係機関に要請します。

⑶ 町道の整備促
進、維持補修

①交通ニーズに応じた整備手法を検討し、農村部の道路整備を進めます。
②道路状況に応じて、市街地における住宅地内道路の再整備などを進めます。
③自転車や歩行者のための道路づくりをめざし、ネットワーク化の促進に努
めます。
④誰もが利用しやすい、ユニバーサルデザイン※に配慮した道路整備に努め
ます。
⑤町民との協働による道路の安全確保に向け、道路パトロールの強化や情報
の協力を得るなど道路管理体制のあり方について、地域と連携して検討し
ます。
⑥「橋梁長寿命化修繕計画」に基づき適切な維持管理により長寿命化に努め
ます。
⑦道路の適切な維持管理により長寿命化に努めます。

※ユニバーサルデザイン：障がいの有無や年齢などにかかわらず、すべての人が快適に利
用できるように設計、製造することです。

⑷ 迅速、的確な
除排雪の推進

①適切な除排雪体制の確保に努めます。
②積雪状況に応じ、市街地などの的確な除排雪に努めます。
③坂道、交差点、歩道の滑り止めなど、町民の協力を得ながら冬道の安全確
保に努めます。
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  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴

北海道横断自動車道
の供用延長 北海道横断自動車道の供用延長 218.0km H22 278.5km H26 343.0km H32

帯広・広尾自動車道
の供用延長 帯広・広尾自動車道の供用延長 35.4km H22 59.1km H26 59.1km H32

⑵ 「道路の整備・管理」
の満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

70.3％ H20 68.6％ H26 75.0％ H32

⑶

都市計画道路の整備
率

都市計画道路（町道）における
計画延長に対する整備率 76.8％ H21 78.2％ H26 82.4％ H32

住宅地内道路の再整
備率

市街部における道路再整備事業
の実施延長と実施率
（H23年度に住宅地内道路再整備
事業の全体計画を見直し、全体
事業量を変更（ΣL=15,670ｍ増、
ΣL=60,770ｍ⇒ΣL=76,440ｍ）
したため、実施率を修正）

29,053ｍ
(38.0％ ) H21

39,480ｍ
(51.6％ ) Ｈ26

52,153ｍ
(68.2％ ) H32

「道路の整備・管理」
の満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

70.3％ H20 68.6％ H26 75.0％ H32

⑷

「潤いと思いやりの地
域づくり事業<地域
福祉・安全事業（除
排雪）>」の申請件
数

町内会組織などを中心とする
「潤いと思いやりの地域づくり
事業」における地域福祉・安全
事業（除排雪）の申請件数（年間）

３件 H22 ６件 H26 ６件 H32

「道路や歩道の除排
雪」の満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

60.5％ H20 60.9％ H26 70.0％ H32

道路整備状況の推移

区分

平成10年度 平成20年度 平成26年度

総延長
(㎞)

舗装済み
総延長
(㎞)

舗装済み
総延長
(㎞)

舗装済み

延長(㎞) 舗装率
(%) 延長(㎞) 舗装率

(%) 延長(㎞) 舗装率
(%)

国道 28.1 28.1 100.0 28.1 28.1 100.0 28.1 28.1 100.0
道道 144.1 143.0 99.2 146.7 146.7 100.0 146.7 146.7 100.0

町
道

都市計画道路 31.1 16.5 53.1 30.8 23.4 76.0 30.8 24.1 78.2
普通町道 970.8 521.6 53.7 1,010.2 602.8 59.7 1,013.0 627.5 61.9
計 1,001.9 538.1 53.7 1,041.0 626.2 60.2 1,043.8 651.6 62.4

町道のうち市街地 228.1 205.0 89.9 251.1 232.5 92.6 255.5 237.9 93.1
町道のうち農村部 773.8 333.1 43.0 789.9 393.7 49.8 788.3 413.7 52.5

合計 1,174.1 709.2 60.4 1,215.8 801.0 65.9 1,218.6 826.4 67.8

関係する町の計画 　●音更町橋梁長寿命化修繕計画
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２．河川

現状と課題 ◆町内には、国、北海道および町が管轄する101条の河川があります。根幹
となる大きな河川はほぼ改修を終えていますが、中小の河川には未整備の
ものがあり計画的な整備が必要です。

◆河川の整備では、通常の維持管理における樹木の伐採などでも、町民の意
見を聞きながら進めています。今後も町民の意見を取り入れ、自然に配慮
した潤いのある環境づくりに努めることが必要です。

めざす方向  生態系の保全に配慮した未改修河川の整備をめざし、関係機関に要請しま
す。
 水に親しめる川づくりと自然に配慮した治水事業を進めます。

施 策

⑴ 河川改修の推
進と維持管理

①未改修河川の整備をめざし、関係機関に要請します。
②自然環境や生態系の保全に配慮した工法や親水性のある工法などによる改
修を関係機関に要請します。
③町民の河川に対するニーズに沿った河川空間の有効活用ができるよう、改
修や利活用の協議に町民参加を進めます。
④河川の機能を維持するため、必要に応じて河川や河川敷地の維持管理に努
めるとともに関係機関に要請します。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴ 明渠排水路の整備 明渠排水路の整備延長 173,949ｍ H21 177,095ｍ H26 186,245ｍ H32
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３．公園、緑地

現状と課題 ◆町内には、現在102か所の都市公園と12か所のその他公園などがあります。
◆公園施設の経過年数に伴う老朽化が進むことから、計画的な維持管理・安
全対策への取り組みが必要です。
◆多様化する余暇の過ごし方に対応して、計画的な再整備や高齢者の利用、
冬期間における利用を考慮した整備と質の良い緑の確保が求められていま
す。
◆河川空間の緑の保全と有効利用など町民と町との連携を深めながら、緑豊
かなまちづくりを進めていくことが必要です。

めざす方向  くつろぎの場や余暇を過ごす場として、誰もが利用しやすい安全な公園づ
くりをめざし、整備と維持管理を計画的に進めます。
 快適な生活環境と安全な都市づくりの一環として、緑地の整備と緑化を促
進します。

施 策

⑴ 公園、緑地の
整備、維持管
理

①「緑の基本計画」に基づく公園の適正な配置と誰もが利用しやすい公園づ
くりに努めます。
②「公園施設長寿命化計画」に基づき、既存公園施設の延命化と再整備を計
画的に進めます。
③一部の公園、緑地では冬期間も利用できるよう、整備を検討します。

⑵ 町民との協働
による緑化、公
園の維持管理

①町民との協働による花壇づくりや緑化を進める活動などを支援します。
②町民との協働による公園の維持管理を進める活動などを支援します。

⑶ 多面的な利用
に基づいた

 公園の整備

①子どもから高齢者までが広く利用できるようにワークショップ※などの手
法を用いて、利用者の意見を反映した公園整備を行います。

※ワークショップ：地域に係るさまざま人が集まり、誰か一人に頼るのではなく、みんな
が意見を出し合い、出された意見をまとめて、ものづくりの方針を決める会合です。

  目 標 指 標
目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴

「公園や緑地の整備・
管理」の満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

84.4％ H20 78.5％ H26 87.0％ H32

公園施設長寿命化対
策事業費実施率

「公園施設長寿命化計画（H24 ～
33年度）」における事業費割合 － － 36.8％ H26 87.8％ H32

⑵

「潤いと思いやりの地
域づくり事業（地域
緑化）」の申請件数

町内会組織などを中心とする
「潤いと思いやりの地域づくり
事業」における地域緑化事業の
申請件数（年間）

40件 H22 41件 H26 50件 H32

「潤いと思いやりの地
域づくり事業（地域
環境美化）」の申請件
数

町内会組織などを中心とする
「潤いと思いやりの地域づくり
事業」における地域環境美化事
業（公園の定期清掃）の申請件
数（年間）

36件 H22 42件 H26 45件 H32

地域住民による公園・
緑地維持管理団体数

町内会、老人会による公園、緑
地維持管理団体数 － － 16団体 H26 16団体 H32

⑶ ワークショップによ
る公園整備

ワークショップを行って整備し
た公園数（累計） － － ２か所 H26 ３か所 H32

関係する町の計画 　●音更町緑の基本計画　●音更町公園施設長寿命化計画
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４．火葬場、霊園

現状と課題 ◆本町の火葬場は、平成25年度に改築を完了しました。今後も管理運営体制
の充実に努めることが必要です。

◆霊園は、平成21、22年度の２か年で拡張造成を行いましたが、今後も使用
状況を見て、整備計画を立てていくことが必要です。また、当初造成した
園路や排水施設などの老朽化が著しい状況にあることから、施設の計画的
な維持補修を行うとともに、清潔な環境を保つように努めることが必要で
す。

めざす方向  火葬場の適正な管理運営体制の充実と、霊園の施設整備や環境美化に努め
ます。

施 策

⑴ 火葬場の維持
管理および

 霊園の整備、
維持管理

①火葬場の適正な管理運営体制の充実に努めます。
②使用状況に応じて、霊園の拡張造成を計画的に進めます。
③霊園の適切な施設整備と維持管理を行うとともに、環境美化に努めます。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴ 霊園の総許可件数 霊園の総許可件数（累計） 2,776件 H21 2,883件 H26 3,066件 H32

平成25年に使用開始された火葬場
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５．住宅、宅地

現状と課題 ◆本町では、平成26年度末現在976戸の公営住宅を管理しており、今後も「公
営住宅等長寿命化計画」に基づき、公営住宅の建て替え、改修などを進め
ていくことが必要です。

◆近年の住宅へのニーズとして、高齢者や障がい者に配慮した住環境づくり
や、省エネ型の住宅づくりが求められています。

◆宅地については、少子高齢化による人口減少や国のコンパクトシティ※推
進施策により、今後は住居系の新規市街化区域の編入が困難となり、従来
の形態での大規模な宅地開発は極めて難しい状況となっています。また、
土地区画整理事業補助についても、新規市街地開発は採択されない状況で
す。

◆近年に新規市街化区域編入地区内で開発された宅地については、土地取引
や住宅の建設が概ね順調に推移していますが、今後は既存市街地内にある
未利用地に着目し、帯広圏内の宅地ニーズに対応した開発を促進すること
が重要です。また、平成27年から施行された空家等対策の推進に関する特
別措置法では、空き家およびその跡地の活用がうたわれていることから、
民間開発行為への技術的な助言だけでなく、平成25年から運用を開始して
いる「音更町空き地・空き家バンク制度」や、民間が保有する空き地・空
き家情報も積極的に活用することが必要です。

※コンパクトシティ：人口減少、高齢化に対応するため、市街地の未利用地を積極的に活用し
て医療、福祉、商業などの生活施設や居住施設などの都市機能を誘導し、郊外への開発拡大
を抑制するとともに、農地や緑地の保全をはかるまちづくりの形態です。

めざす方向  「住宅マスタープラン」「公営住宅等長寿命化計画」に基づき、多様なニー
ズに対応する良質な住まいづくりや、既存公営住宅の有効活用により公営
住宅の整備を進めます。
 未利用のままである既存市街地内の土地について、適切な利用を促し区域
の用途に応じた土地利用を進めます。

平成25年度から整備を進めている梢団地
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施 策

⑴ 民間住宅の
 整備推進

①町による町内土地住宅情報のネットワークの活用を進めます。
②高齢者や障がい者などに配慮した住宅の整備を推進するため、既存住宅の
改修に対し助成します。

⑵ 公営住宅の整
備、維持管理

①「住宅マスタープラン」「公営住宅等長寿命化計画」に基づき、公営住宅
の適正な整備と維持管理に努めます。
②民間活力を活用した買取り・借上げ公営住宅制度の活用をはかります。
③子育て世帯向け民間賃貸住宅家賃補助事業を推進し、公営住宅を補完する
住宅として民間賃貸住宅の活用をはかります。

⑶ ユニバーサル
デザイン住宅
の普及

①公営住宅の建て替えにおいて、ユニバーサルデザイン※に配慮した住宅づ
くりに努めます。

※ユニバーサルデザイン：障がいの有無や年齢などにかかわらず、すべての人が快適に利
用できるように設計、製造することです。

⑷ 宅地の開発、
 環境の向上

①既存市街地内の未利用地について、住宅地としての利用を促進します。
②町民ニーズに沿った居住環境づくりを推進するため、「地区計画制度※」な
どによる住民協定の導入を促進します。

※地区計画制度：いくつかの街区などからなる比較的小規模な地区を単位に、特性に応じ
たきめの細かいまちづくりを行うための「地区計画」を立てて、それに沿ってより良好
な開発を進める制度のことです。

⑸ 空き地・空き
家の有効活用

①空き地・空き家の現状を把握し、利用可能な空き地・空き家の有効活用を
はかります。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴ やさしい住宅改修費
補助の利用数

やさしい住宅改修費補助金を受
けて改修を行った件数（累計） － － 81件 H26 200件 H32

⑵

老朽化した公営住宅
などの割合

耐用年限の２分の１を経過し老
朽化した公営住宅等の割合 48.5％ H21 45.3％ H26 40.0％ H32

子育て世帯向け民間
賃貸住宅戸数

子育て世帯を支援するための民
間賃貸住宅の活用戸数 － － ６戸 H26 50戸 H32

⑶
ユニバーサルデザイ
ンを導入した公営住
宅の戸数

公営住宅におけるユニバーサル
デザインの導入戸数（累計） 116戸 H22 172戸 H26 208戸 H32

⑷ 宅地造成地区の宅地
利用率

近年に宅地造成された団地の宅
地利用率（住宅が建築されてい
る区画数/全住宅区画数）

77.0％ H21 92.7％ H26 94.9％ H32

⑸

空き地情報の公開件
数

登録された空き地情報の公開件
数（累計） － － 39件 H26 100件 H32

空き家情報の公開件
数

登録された空き家情報公開の件
数（累計） － － 21件 H26 50件 H32

空き家率 住宅・土地統計調査による空き
家率 10.3％ H20 11.8％ H25 10.0％ H30

関係する町の計画 　●音更町住宅マスタープラン　●音更町公営住宅等長寿命化計画
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６．地籍調査

現状と課題 ◆本町の地籍調査は、調査対象面積に対して約93％終了していますが、市街
地（市街化区域10.83km２）では、平成26年度末現在で約58％の実施率に
とどまっています。市街地の地図混乱地区については、計画的に着手する
ことが必要です。

◆地図情報システム化については、平成26年度末現在で市街地2.64km２の地
籍情報管理システム化が完了しています。数値情報化した地図・地籍情報
を、統合型地図情報システム（ＧＩＳ）※に有効活用していくことにより、
地籍調査の事業効果をさらに高めていくことが必要です。

※統合型地図情報システム（ＧＩＳ）：コンピュータ上の地図に文字や数字、画像などの情報を
結びつけ、地図上でさまざまな情報を統合したり、わかりやすく表示したり検索することが
できるシステムです。

めざす方向  土地の有効活用や土地取引の円滑化、土地政策の基礎資料としての利活用
のため、調査の推進に努めます。
 地図・地籍情報のシステム化を継続し、地籍調査の成果をより有効利用す
るために、統合型地図情報システムとの連携をはかります。

施 策

⑴ 地籍調査の
 推進

①特に市街地の調査を進めることをめざし、地籍調査事業の推進に努めます。

⑵ 調査結果の
 活用

①地籍調査の結果を有効活用するため、地図情報のシステム化を進めます。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴ 地籍調査実施面積お
よび実施率

地籍調査を行った面積と、調査
対象面積に対する実施面積の割
合

430.76km2
(92.52%) H21

431.98km2
(92.80%) H26

433.41km2
(93.00%) H32

⑵ システム化の面積 市街地の地籍情報システム化を
行った面積 2.11km2 H21 2.64km2 H26 3.32km2 H32
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７．水道

現状と課題 ◆本町の水道は、河川からの取水と深井戸を水源としているほか、十勝中部
広域水道企業団から受水し、安全で良質な水をより安定的に供給すること
に努めています。
◆上水道区域では、第３次拡張事業により整備を進めており、平成26年度末
現在の給水人口は38,074人で給水区域内の普及率は90.4％、計画人口に対
する達成率は89.6％です。簡易水道区域では、市街地に比べて整備が遅れ
ていますが、営農用水事業および簡易水道事業により整備を進めています。
今後も、水道未普及地域の解消に努めることが必要です。
◆全国的にも高度経済成長期に整備された施設の老朽化が問題となっている
ところですが、本町水道施設においても例外なく経年期を迎えようとして
おり、計画的な更新が必要です。
　また、自然災害などに対する機能強化として平成25年度までに町内６か所
に緊急貯水槽を整備していますが、施設や管路についても耐震化が必要で
す。

めざす方向  安全で良質な水を安定して供給します。
 水道未普及地域の解消をはかります。
 老朽施設の更新事業と耐震化を計画的に進めます。

施 策

⑴ 水道普及率の
向上

①水道未普及地域の整備を進めます。
②農村部の水の確保に努めます。

⑵ 水道施設の
 計画的な更新
 と耐震化

①水道施設の長寿命化のため、計画的な更新と耐震化を進めます。

  目 標 指 標
目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴ 水道の普及率 全町の水道普及率 86.2％ H21 90.0％ H26 94.9％ H32

⑵ 基幹管路の耐震化率 基幹管路に占める耐震管および
耐震適合性のある管の使用割合 48.5％ H21 53.0％ H26 58.0％ H32

関係する町の計画 　●音更町上水道拡張事業計画
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８．下水道、排水処理

現状と課題 ◆本町の平成26年度末現在の公共下水道普及率は85.4%で、農業集落排水施
設や個別排水処理施設を含めた汚水処理人口普及率は93.5%です。

◆市街化区域内の汚水整備はほぼ終了していますが、今後も市街化区域の拡
大等にあわせた整備が必要です。

◆埋設後30年以上経過しているコンクリート製汚水管が26km以上あり、今
後も増加していくことから、下水道処理施設も含めた適切な維持管理とあ
わせ、老朽化対策が必要です。

◆雨水管の整備率は、約56％であるため、今後も整備が必要です。

◆下水道計画区域以外の市街化調整区域や農村地域では、今後も未整備部分
（約2,500人分）の汚水整備が必要です。

めざす方向  快適な生活環境づくりと公共用水域の水質保全のため、下水道の整備促進
に努めます。
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※公共下水道・農業集落排水・個別排水処理の合計

下水道普及状況の推移（上下水道課調）
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施 策

⑴ 下水道施設の
整備

①下水道計画区域内の汚水および雨水整備を進めます。
②下水道事業の運営の合理化を推進するため、施設の統合を進めます。

⑵ 下水道施設の
維持管理

①適切な維持管理のもと、耐震対策を含めた改築・更新を計画的に行い、施
設の長寿命化を進めます。

⑶ 個別排水処理
施設の整備

①下水道計画区域外の個別排水処理施設（合併処理浄化槽）の整備を進めま
す。

⑷ 水洗化の推進 ①下水道計画区域内および個別排水処理区域内の水洗化の普及に努めます。

⑸ 下水道利用者
への啓発

①事業所などに下水道の適切な使用を促し、一般家庭の生活排水に対する意
識啓発を進めます。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴
汚水管整備延長 計画区域内における整備延長 204.9km H21 211.6km H26 216.5km H32
雨水管整備延長 計画区域内における整備延長 143.4km H21 146.0km H26 146.7km H32

⑵ 汚水老朽管の更新延
長

30年以上経過した汚水コンク
リート老朽管の更生などの工事
延長

1,196ｍ H21 4,256ｍ H26 8,756ｍ H32

⑶ 個別排水処理施設整
備個数 合併処理浄化槽の設置数 498基 H21 600基 H26 660基 H32

⑷ 生活排水施設総合普
及率

全町の生活排水施設の普及率
（公共下水道、農業集落排水、
個別排水処理施設）

91.6％ H21 93.5％ H26 94.8％ H32

⑸ 下水道利用者への啓
発

町広報紙、町ホームページ等に
よる年間の啓発回数 年１回 H21 年１回 H26 年２回 H32

関係する町の計画 　●音更町流域関連公共下水道事業計画　●音更町公共下水道事業計画
●音更町生活排水処理基本計画
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